
第７２５回通関協議会（本関地区） 

 

 

１． 日 時   平成 ３１年１月 ９日 （水） １２時より 

 
 

２． 場 所   横浜税関本関 ７階 大会議室 

 
 

３． 挨 拶 

（１）藤田次長挨拶 

 
 

４． 議 題 等（敬称略） 

（１）平成３１年の延滞税等の割合について 

業務部 山田収納課長 

（２）砂糖、でん粉及び加糖調製品を輸入する際の取扱いについて 

業務部 永井統括審査官（通関総括第３部門） 

（３）ＴＰＰ１１協定のＥＰＡ税率を適用してチーズ輸入される方へ（お知らせ） 

業務部 小林首席関税鑑査官 

（４）日ＥＵＥＰＡの原産地に関する事前教示について 

業務部 中澤原産地調査官 

 

 

その他・連絡事項等 

 

 

次回開催予定日  平成３１年２月１３日（水） １２：００～ 

開 催 場 所   横浜税関本関 ７階 大会議室 

当協会に関するご質問や議題提起がありましたら、事務局あてにご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 

 



納期限の翌日から２か月を
経過する日まで
（納期限後２ヶ月以内について
は、早期納付を促す観点から
低い利率）

７．３％ ２．６％

【特例基準割合】（※注１）（※注3）

【特例基準割合】（※注１）
納期限の翌日から２か月を
経過する日後 １４．６％ ８．９％

　

還付加算金
国から納税者への過誤納
金の還付等に付される利
息

７．３％ １．６％ １．６％
財務大臣が告示した割合0.6％　＋　１％

内　容

法定納期限を徒
過し履行遅滞と
なった納税者に課
されるもの

　②国税通則法

　　　　第60条第2項（延滞税の割合）、第58条第1項（還付加算金の割合）

　③租税特別措置法

　　　　第94条第1項（延滞税の割合の特例）、第95条（還付加算金の割合の特例）

　④地方税法

　　　　第72条の100第2項（貨物割に係る延滞税）、第72条の104第3項（貨物割に係る還付加算金）、第72条の106第1項（貨物割に係る延滞税の計算）、同条第2項（貨物割に係る還付加算金の計算）

（※注１）　「特例基準割合」　：　各年の前々年の10月から前年の9月までの各月における短期貸付の平均利率の合計を12で除して計算した割合として各年の前年の12月15日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　財務大臣が告示する割合に、年1％の割合を加算した割合をいう　(租税特別措置法第93条第2項）。

＜根拠法令＞
　①関税法

　　　　第12条第1項（延滞税の割合）、第13条第2項（還付加算金の割合）、附則（昭29.4法61）第3項（延滞税の割合の特例）（※注２）、 第5項（還付加算金の割合の特例）（※注３）

８．９％
（※注２）

財務大臣が告示した割合0.6％　＋　１％ ＋　７．３％

平成31年1月1日から同年12月31日までの延滞税等の割合について

本則
　　　特　例 【現行】
    　　　（平成25年度改正　平成26年1月1日施行）

平成３１年

　財務大臣告示
　割合:0.6％

（参考）
平成３０年

　財務大臣告示
  割合0.6％

２．６％
（※注２）

財務大臣が告示した割合0.6％　＋　１％ ＋　１％

【特例基準割合】（※注１）

延 滞 税

平成31年 1月 9日

横浜税関業務部収納課
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日
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令・〕

〔省

O
独
立
行
政
法
人
農
林
掠
業
信
用
基
金
の
業

務
運
営
等
に
関
す
る
省
令
及
び
独
立
行
政

法
人
農
林
檎
業
信
用
基
金
の
農
業
信
用
保

険
業
務
、
林
業
信
用
保
証
業
一
一
及
び
漁
業

信
用
保
険
業
務
に
係
る
財
務
及
び
会
計
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
財
務
・
農
林
水
産
四
）

報官

〔血ロ

一京一〕

水曜百

O
残
留
性
有
機
汚
染
物
質
に
関
す
る
ス
ト
ツ

ク
ホ
ル
ム
条
約
の
附
属
書
A
及
、
び
附
属
書

C
の
改
正
に
関
す
る
件
（
外
務
三
八
O
）

O
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
政
府
と
の
聞
の
書
簡

の
交
換
に
関
す
る
件
（
同
三
八
一
）

O
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
e

イ
ス
ラ
ム
共
和
国
に

お
け
る
小
児
感
染
症
予
防
計
画
の
た
め
の

贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
国
際
連
合

児
童
基
金
と
の
聞
の
書
簡
の
一
交
換
に
関
す

る
件
（
同
三
八
二
）

O
イ
エ
メ
ン
共
和
国
に
お
け
る
ア
デ
ン
市
及

び
ム
カ
ツ
ラ
市
に
お
け
る
廃
棄
物
処
理
及

び
上
下
水
道
機
関
に
対
す
る
危
機
対
応
支

護
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
日
本
国

政
府
と
国
際
連
合
開
発
計
画
と
の
聞
の
書

簡
の
交
換
に
関
す
る
件
（
再
三
八
三
）
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O
シ
リ
ア
・
ア
ラ
ブ
共
和
国
に
お
け
る
東

グ
1
タ
に
お
け
る
人
道
的
早
期
復
旧
及
、
び

強
靭
性
強
化
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す

る
日
本
国
政
府
と
国
際
連
合
開
発
計
画
と

の
聞
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
両
三
八
四
）

O
平
成
三
十
年
台
風
第
二
十
一
号
に
係
る
関

税
法
第
二
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

指
定
地
域
に
つ
い
て
別
に
定
め
る
日
を
指

定
す
る
件
（
財
務
＝
一
三
四
）

O
平
成
三
十
年
北
海
道
胆
振
東
部
地
震
に
係

る
関
税
法
第
二
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
地
域
に
つ
い
て
別
に
定
め
る
日

を
指
定
す
る
件
（
岡
三
三
五
）

O
組
税
特
別
措
置
法
第
九
十
三
条
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
き
↓
、
平
成
三
十
一
年
の
同
項

に
規
定
す
る
財
務
大
臣
が
告
示
す
る
割
合

を
告
示
す
る
件
（
間
三
三
六
）

O
北
海
道
の
一
部
の
地
域
に
お
け
る
国
税
に

関
す
る
申
告
期
限
等
を
指
定
す
る
件

（
国
税
庁
二
六
）

O
北
海
道
の
一
部
の
地
域
に
お
け
る
社
会
保

険
料
及
び
労
働
保
険
料
等
に
関
す
る
納
期

限
等
を
指
定
す
る
件
（
厚
生
労
働
四
一
一
）

O
北
海
道
の
一
部
の
地
域
に
お
け
る
事
業
主

掛
金
及
び
企
業
型
年
金
加
入
者
掛
金
一
に
関

す
る
納
付
の
期
限
を
指
定
す
る
件

（
同
四
二
一
）

O
公
的
年
金
制
度
の
健
全
性
及
び
信
頼
性
の

確
保
の
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
八
条
に
規
定

す
る
責
任
準
備
金
相
当
額
の
算
出
方
法
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
四
二
二
）

O
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
農
林
水
産
二
六
八
四
1
二
六
八
八
）

O
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
二
六
八
九
i
二
六
九
八
）

O
特
定
物
質
等
の
規
制
等
に
よ
る
オ
ゾ
ン
層

の
保
護
に
関
す
る
法
律
第
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
許
可
製
造
数
量
の
増
加
許

可
申
請
の
受
付
期
間
を
定
め
る
件

（
経
済
産
業
二
一
ニ
九
）

仁〉

。

玉E五

O
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
一
国
土
交
通
二
三
二
）

O
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
二
三
三
一
、
一
コ
一
二
三
）

O
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
二
五
二
i
二
五
五
）

O
海
上
自
衛
隊
の
使
用
す
る
船
舶
の
信
号
符

字
を
付
与
す
る
件
（
同
二
五
六
）

O
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
二
二
六
）
↑
↑

〔
国
会
事
項
｝

〔
人
事
異
動
〕

法
務
省
文
部
科
学
省

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

会
計
検
査
院
法
施
行
規
則
第
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
院
長
が
欠
け
た
と
き
又
は

事
故
の
あ
る
と
き
に
、
そ
の
職
務
を
代
わ
っ

て
行
う
検
査
官
を
定
め
た
件

（
会
計
検
査
院
公
示
一
）

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
に
係
る
交
通

政
策
審
議
会
の
意
見
に
関
す
る
公
示

（
国
土
交
通
省
最
低
賃
金
公
示
三
）

/'-

国
土
調
査
法
に
基
づ
く
国
土
調
査
と
同
一
の

効
果
が
あ
る
も
の
と
し
て
の
指
定
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

プt.

官
庁財
団
、
有
権
者
申
出
方
、
所
得
税
法
第
二

一
回
条
の
規
定
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
非

居
住
者
関
係
、

裁
判
所
相
続
、
公
示
催
告
、
失
路
、
破
産
、
免
責
、

特
別
清
算
、
会
社
更
生
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

，－、
公

告～

諸

事

項

〈コ亡コ

i2E くコ

yamadaa
長方形



第7408号 v

。
外
務
省
告
示
第
三
百
八
十
四
号

平
成
三
十
年
十
二
月
三
日
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
で
、
シ
リ

ア
・
ア
ラ
ブ
共
和
国
に
お
け
る
東
グ
l
タ
に
お
け
る
人
道

じ
ん

的
早
期
復
旧
及
び
強
靭
性
強
化
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関

す
る
次
の
概
要
の
書
簡
の
交
換
が
国
際
連
合
開
発
計
画
と

の
聞
に
行
わ
れ
た
。

－
協
力
の
目
的
共
ひ
内
容
東
グ
｝
夕
に
お
け
る
人
道

じ
ん

的
早
期
日
復
旧
及
び
強
靭
性
強
化
計
画
を
実
施
す
る
た
め

に
必
要
な
生
産
物
及
び
役
務
の
購
入

2

贈
与
額
五
億
五
千
七
百
万
円

3

署
名
者

日

本

幸R

別
所
浩
郎
国
際
連
合
日
本
政

府
代
表
部
大
使

ム
ラ
ッ
ド
・
ワ
フ
パ
総
裁
補

兼
ア
ラ
ブ
局
長

平
成
三
十
年
寸
二
月
十
三
日

へ

外

務

大

臣

河

野

太

郎

O
財
務
省
告
示
第
三
百
ー
三
十
四
一
号

関
税
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
二
条

の
三
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
財
務
大
臣
が
平
成
三
十

年
台
風
第
二
十
一
号
に
よ
る
問
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域

へ
の
影
響
の
程
度
を
勘
案
し
て
別
に
定
め
る
日
を
次
の
よ

う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
十
二
月
十
三
日財
務
大
臣
麻
生
太
郎

財
務
大
一
位
が
平
成
三
十
年
台
風
第
二
十
一
号
に
よ
る
次

に
掲
げ
る
指
定
地
域
へ
の
影
響
の
程
度
を
勘
案
し
て
当
該

指
定
地
域
に
係
る
別
に
定
め
る
日
を
平
成
三
十
一
年
一
月

三
十
日
と
す
る
。

一
都
道
府
県
＼

f
T
一
指
JL定
4

地
｝
域

一
揮
畑
井
県
一
ι

掛
説
賀
市

一

一

名

古

渥

市

i

7j時
1
4

．
、
ー
豊
橋
市
；
：
＼

一
愛
知
県
一
戸
一
け
け
日
＼
ハ
ゾ

一
2

9

J

－
弥
富
市
ー
ム
一
－

一

一

海

部

郡

飛

島

村

ι

i

一

一

一

四

日

市

市

一
三
重
県
一
三
重
郡
菰
野
町

一

一

南

牟

婁

郡

紀

宝

町

ー

一
京
都
府
二
示
都
市
ι

三

一
大
阪
市

一
堺
市

一
岸
和
田
市

一
泉
大
津
市

f
一
貝
塚
市
「

J
－
1
4＋
小
川
市
）
一

J
I

泉
佐
野
市

国
際
連
ロ
開
発
計 L
酒店
側二側

宮水曜日平成30年 12月 12日6 

大

阪

律
第
百
十
五
号
）
第
八
十
九
条
（
厚
生
年
金
保
険
の
保
険
一
厚
生
年
金
等
改
正
法
附
則
第
一
山
一
条
第
十
一
号
に
規
定
す
る

高

石

市

一

給
付
及
び
一
一
険
料
の
納
付
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
平
一
存
続
厚
生
年
金
基
金
、
当
該
地
域
に
住
所
地
を
有
す
る
厚

泉

南

市

一

成
十
九
年
法
一
律
第
百
三
十
一
号
。
以
下
「
厚
生
年
金
特
例
一
生
年
金
保
険
法
附
則
第
四
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

ー

ー

ー

i
快
晴
清
明
円
i
l
l
1
1
注
と
い
う
。
）
第
こ
条
第
八
項
又
は
子
ど
も
・
子
育
て
支
一
被
保
険
者
向
条
第
七
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
事
業
主

一
一
一
神
戸
市
一
援
法
（
平
成
一
干
四
年
法
律
第
六
十
五
号
）
第
七
十
一
条
一
の
同
意
が
な
い
者
に
限
る
。
）
及
び
国
民
年
金
窪
寺
の
一
部

一
兵
庫
県
一
尼
崎
市

t

i

一
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
一
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
附

一

l
J
λ

一

百

？

市

一

合

を

含

む

－

J
、
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
一
郎
第
五
条
第
十
三
号
こ
規
定
す
る
第
四
種
被
保
険
者
並
び

「
I
l
l
l
L
h日
日
い
1
1
1
1
1
1
l
i
l
t－
上
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
六
十
二
条
及
一

l

司

副

割

引

1
1
1
1
1
J
一
び
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
苦
闘
す
る
法
律
（
昭
和
一
に
当
該
地
域
に
住
所
地
若
し
く
は
事
業
所
若
し
く
は
事
務

「

h
1
1い
い
じ
い
円
い
J
I
l－
－
I
l
l
i－
－

｜

」

一

・

ミ

一

所

の

所

在

地

を

有

す

る

厚

生

年

金

特

例

法

第

二

条

第

一

項

。

閤

誠

司

担

問

伺

引

Z竺
条

一

告

知

錯

誤

担

問

お

お

諮

紛

れ

7
規
定
す
る
対
象
事
業
主
又
は
当
該
地
域
に
住
所
地
を
有

の
三
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
リ
財
務
大
臣
が
平
成
三
十
一
の
一
部
を
改
正
、
一
弘
る
法
律
及
び
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
一
す
る
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
役
員
に
係
る
も
の
、
障
害

年
北
海
道
十
胆
振
東
部
地
震
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
指
定
一
彼
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
ヒ
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
一
者
の
雇
用
の
促
進
駐
さ
関
す
る
法
律
第
三
章
第
二
節
第
二

地
域
へ
の
影
響
の
程
度
を
勘
案
し
て
別
ご
定
め
る
目
を
次
一
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
五
号
。
以
一
款
の
規
定
に
基
づ
キ
申
告
蓄
の
提
出
、
納
付
又
は
徴
収
に

ー
？
一
下
ー
「
整
備
法
一
」
と
い
う
。
）
第
十
九
条
第
三
頃
又
は
石
綿
に
一
関
す
る
期
限
の
う
ち
、
当
該
地
域
に
主
た
る
事
務
所
の
所

の
よ
う
に
定
め
る
。

L

一

一

平
成
三
十
年
十
二
月
十
二
日
一
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
一
在
地
を
有
す
る
事
業
主
に
係
る
も
の
並
び
に
徴
収
法
、
整

財
務
大
臣
麻
生
太
郎
一
律
第
四
号
。
以
下
「
石
綿
健
康
被
害
救
済
法
」
と
い
う
。
）
一
備
法
及
び
石
綿
健
康
被
害
救
済
法
に
基
づ
く
申
告
書
の
提

財
務
大
票
率
成
三
十
年
北
海
道
襲
東
部
地
震
に
よ
一
第
三
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
さ
れ
る
場
合
を
一
出
、
納
付
又
は
徴
収
健
闘
を
る
期
限
の
う
ち
、
当
該
地
域

る
次
に
掲
げ
る
指
定
地
域
へ
の
影
響
の
程
度
を
勘
案
し
て
一
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
国
一
に
所
在
地
を
有
す
る
事
業
場
の
事
業
主
若
し
く
は
平
成
三

当
該
指
定
地
域
に
係
る
別
に
定
め
る

B
を
平
成
三
十
一
年
一
税
通
別
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
十
一
一
十
年
九
月
六
日
に
お
い
て
、
労
働
保
険
事
務
組
合
で
あ
っ

一
月
三
十
日
と
す
る
。
一
条
及
び
国
税
通
則
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
百
一
七
当
該
地
域
之
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
有
す
る
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一
三
十
五
号
）
第
三
条
第
一
項
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一
規
定
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基
づ
き
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北
海
道
一
一
－
ー

「

i
｜

削
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副

｜

判

J
引

1」
一
の
－
部
の
地
域
主
お
7
る
社
会
保
険
料
及
び
労
働
保
険
料
一
も
の
（
以
下
「
特
定
事
務
組
合
」
と
い
う
。
）
に
労
働
保
険

汀

引

っ

ド

ト

－

h
lド
｜
よ
一
苦
闘
す
る
納
ま
を
延
長
す
る
件
（
平
成
三
十
年
淳
一
事
務
を
委
託
し
て
い
る
事
業
主
又
は
特
定
事
務
組
合
に
係

日
没
円

I
l
l
i－－

l
l
L
一
生
労
働
省
告
示
第
三
百
六
十
三
号
）
に
お
い
て
別
途
厚
生
了
匂
も
の
で
、
そ
の
期
限
が
河
日
か
ら
平
成
三
十
一
年
一
月

O
財
務
省
告
示
第
三
百
三
十
六
号
、
一
労
働
省
告
示
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
期
日
で
あ
っ
一
三
十
日
ま
で
の
間
に
到
奉
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
同
月
三

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
一
一
年
法
律
第
二
十
六
号
二
て
、
健
康
保
険
法
、
船
員
保
険
法
、
厚
生
年
金
保
険
法
（
公
一
十
一
日
と
す
る
。

第
九
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
三
十
一
年
一
的
年
金
制
度
の
健
全
性
及
び
信
頼
性
の
確
保
の
た
め
の
厚
一
平
成
三
十
年
十
二
月
十
二

B

の
問
項
に
規
定
す
る
財
務
大
毘
が
告
示
す
る
割
合
を
次
の
一
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
厚
生
労
働
大
臣
根
本
匠

よ
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に
告
示
す
る
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十
年
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改
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五
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項
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規
定
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日
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生
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金
特
例
法
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一
一
；
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、
一
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い
け
い
い
じ
け

f

一

一
国
税
通
則
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
百
三
千
一
成
二
十
五
年
厚
生
年
金
室
長
国
第
百
四
十
一
条
第
一
「

l
l
Lぽ
崎

山

門

ー

ー

ー

し

一
五
号
V

第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
北
海
道
の
一
一
一
項
其
ひ
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
一

O
厚
生
労
働
省
色
宋
第
四
寄
十
二
号

一
部
の
地
域
に
お
け
る
国
税
に
関
す
る
申
告
期
限
等
を
延
長
一
る
も
の
と
さ
れ
た
平
成
二
十
五
年
厚
生
年
金
等
改
正
法
附
一
確
定
拠
出
年
金
法
施
行
規
制
二
平
成
十
三
年
厚
生
労
働

一
す
る
件
（
平
成
三
十
年
国
税
庁
告
示
第
二
十
一
号
）
に
お
一
則
第
百
四
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
厚
生
年
金
特
例
一
省
令
第
百
七
十
五
号
）
第
十
六
条
の
二
第
二
項
及
び
第
四

一
い
て
別
途
国
税
庁
告
示
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
期
一
法
を
含
む
g

）
及
び
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
に
基
づ
く
納
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
北
海
道
の
一
部
の
地
域
に
お
け
る

一
日
は
、
そ
の
期
限
が
平
成
三
十
年
九
月
六
日
か
ら
平
成
三
一
付
又
は
徴
収
に
関
す
る
期
限
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
地
域
一

一

一

一

事

業

主

掛

金
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企

業

型

年

金

加

入

者

掛

金

の

納

付

の

特

一
十
一
年
一
月
三
十
日
ま
で
の
問
に
到
来
す
る
も
の
に
つ
い
一
に
所
在
地
を
有
す
る
事
業
所
又
は
事
務
所
（
健
康
保
険
法
一

一

一

ー

一

例

（

平

成

一

二

十

年

厚

生

労

働

省

告

示

第

三

百

六

十

三

号

）

一
て
，
平
成
三
十
一
年
一
月
三
十
一
日
と
す
る
。
一
に
基
づ
ぐ
一
一
限
に
つ
い
て
は
、
全
国
健
康
保
険
協
会
の
管
一

一

一

一

に

よ

り

、

同

条

第

一

項

又

は

第

三

項

に

規

定

す

る

厚

生

労

一
平
成
三
十
年
十
二
月
十
二
日
一
掌
す
る
健
康
保
険
の
適
用
を
受
け
る
事
業
所
又
は
事
務
所
一

一
国
税
庁
長
官
藤
井
健
士
山
一
に
限
る
。
）
の
事
業
主
、
当
該
地
域
に
住
所
地
又
は
主
た
る
一
働
大
臣
が
定
め
る
場
合
と
し
て
指
定
さ
れ
た
場
合
に
お
け

一
G
厚
生
労
働
省
告
示
第
四
百
十
一
号
一
事
務
所
の
所
在
地
を
有
す
る
船
舶
所
有
者
（
船
員
保
険
法
一
る
同
条
第
二
項
又
は
第
四
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣

明
健
康
保
険
法
実
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
百
八
一
第
三
条
に
規
定
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
条
の
規
定
に
一
が
定
め
る
日
は
、
平
成
三
十
一
年
一
月
三
十
一
日
と
す
る
。

十
三
条
、
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
一
二
号
こ
よ
り
船
舶
所
有
者
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
者
）
、
当
該
地
一
平
成
三
十
年
十
二
月
十
二
日

第
百
三
十
七
条
、
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
一
域
に
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
有
す
る
‘
平
成
二
十
五
年
厚
生
労
働
大
臣

根
本

匠

yamadaa
長方形
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財務省関税局・税関 

 

TPP11協定（CPTPP）の EPA税率を適用してチーズを輸入される方へ（お知らせ） 

 

 TPP11協定（CPTPP）の附属書２－Ｄ（日本国の関税率表）に記載される「クリームチ

ーズ」及び「ソフトチーズ」の規定は、具体的には下記１.のとおりとなります。また、

輸入申告の際の取り扱いは下記２．のとおりとなりますので、輸入申告の際の参考とし

てください。 

 

記 

 

１．「クリームチーズ」及び「ソフトチーズ」の規定について 

（１）第 0406.10号のうち、クリームチーズについては以下のとおり規定されています。 

「クリームチーズ（コーデックスのクリームチーズの規格（CODEX STANDARD 275-

1973）に記載されているもの。軟質で展延性のある熟成していないリンドレスチ

ーズであって、乾燥固形分における乳脂肪、無脂肪状態における水分、かつ、全

重量における乾燥固形分が、それぞれ同基準に記載されている最小含有率を超

えるものに限る。）」 

具体的には、0406.10-090 に分類されるフレッシュチーズのうち、以下の要件を

すべて満たすものとなります。 

・展延性がある（塗ってなめらかに延ばすことができる）こと 

・リンドレスである（外皮がない）こと 

・乾燥固形分における乳脂肪が 25％を超えること 

・無脂肪状態における水分が 67％を超えること 

・全重量における乾燥固形分が 22％を超えること 

 

（２）第 0406.90 号のうち、ソフトチーズについては以下のとおり規定されています。 

「ソフトチーズ（コーデックスのチーズの一般規格（CODEX STANDARD 283-1978）

の 7.1.1 において定義される軟質に指定される無脂肪状態における水分を超

えるものに限る。）」 

具体的には、0406.90-090 に分類されるその他のチーズのうち、無脂肪状態にお

ける水分が 67％を超えるものとなります。したがって、0406.90-090に分類される

もののうち「その他のもの」とは、無脂肪状態における水分が 67％以下のものとな

ります。 

 

 



（参考１）TPP11 協定（CPTPP）におけるチーズの譲許内容の概要 

品目コード 品名 譲許内容の概要 
0406.10-090 フレッシュチーズ クリームチーズ（乳脂肪が

全重量の 45％未満） 
段階的に 16 年目
に撤廃 

  クリームチーズ（乳脂肪が
全重量の 45％以上） 

即時 10％削減 

  その他のもの MFN 
0406.90-090 その他のチーズ ソフトチーズ MFN 
  その他のもの 段階的に 16 年目

に撤廃 

 
（参考２）各数値の計算方法 
 
                       チーズ中の脂肪 
・乾燥固形分における乳脂肪（％）＝                    × 100 
                  チーズの全重量 － チーズ中の水分 
 
 
                        チーズ中の水分 
・無脂肪状態における水分（％）  ＝                    × 100 
                  チーズの全重量 － チーズ中の脂肪 
 
 
                  チーズの全重量 － チーズ中の水分 

・全重量中の乾燥固形分（％）   ＝                    × 100 
                        チーズの全重量 
  

 

２．輸入申告について 

 0406.10-090のうち「クリームチーズ」又は 0406.90-090のうち「その他のもの」と

して、TPP11協定（CPTPP）の EPA税率を適用して輸入申告を行う場合には、輸入貨物が

上記の数値基準を満たすことを示す資料をインボイス等の通関関係書類と共に提出し

て下さい。また、性状に関する要件を満たすか否かは輸入時の状態により判断されます

ので、輸入貨物が要件を満たすことを確認したうえで、適切に輸入申告を行ってくださ

い。 

 なお、EPA税率の適用要件を満たすことを確認するため、輸入貨物の製造工程や成分

分析結果等の提示を求める場合があります。 

 

（以上） 


